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【要旨】地域包括ケアシステム構築において重視される自助と互助の課題を明確化し、今後の認知症ケアを
検討することを目的として、韓国で新しい強化対策に対応した認知症ケアおよび地域への啓発活動を実践し
ているソウル特別市N区保健所にある認知症安心センターを訪問し、担当者へのインタビュー調査を実施し
た。韓国の認知症安心センターでは、MMSE韓国版を用いた早期検診を積極的に実施し、早期発見と早期
対応を通して自助を推進しており、その活動内容は、日本の地域包括支援センターと同様の機能と役割を担っ
ていた。互助の推進においても日本の認知症施策推進総合戦略と共通する点が多く、現状の課題もマンパワー
確保や地域関連機関との連携など共通しており、今後両国では相互交流していくことでの推進が期待される。
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日本と韓国の今後の認知症ケアのあり方の検討
―韓国の認知症安心センターの実践に焦点をあてて―

Ⅰ．緒言

　韓国は、歴史上のほか保健医療制度や現在における
貿易関係等の経済状況についても日本と非常に関係が
深い国である。第2次世界大戦後の動乱や政変を経た
1988年以降、製造業やIT産業が急速に発展し、短期
間で医療保健制度をはじめとした国民の社会生活基盤

整備が進められている。
　日本と韓国における高齢化と認知症者の推計状況を
表１に示す。それによると韓国の人口は、2015年時点
5061万人、65歳以上の老年人口割合は13.1%1）で、日
本は同時期人口1億2709万人、老年人口割合26.6％で
あり2）、韓国よりも高齢化が進行している超高齢化国
である。さらに推計統計による認知症高齢者は同年時
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点において525万人、認知症有病率は16.0%とされてい
るが、2030年には830万人に、有病率は23.2%まで増加
する3）とされている。
　一方韓国では、同時期から2020年までの認知症有病
率は10%前後の推移であるものの、2030年には認知症
高齢者数が現在の2倍近くまで増加し、今後日本より
早いスピードで高齢化が加速することが推計されてい
る1）。このような状況から、両国において認知症に対
する対策は、喫緊の課題となっている。
　それらの状況を背景とした認知症に関する両国の対
策の変遷を表2に示した。高齢化が確実に進んでいた
日本では、介護が必要となる高齢者の増加が確実で
あったことから、全国一律のケアシステムとサービス
提供機関の増大を図るため、2000年に介護保険制度を
開始した。その中で認知症要介護認定者の増加に伴い、
要介護認定高齢者の半数が認知症の影響がある現状を
背景として、2003年に「2015年の高齢者介護」報告書
で痴呆性高齢者のケアの方向性が示された4）。さらに
2004年に「痴呆」という名称が当事者や家族に対する
侮蔑感を与え、早期発見や早期診断への支障となって
いる現状を鑑み「認知症」へと変更され5）、認知症に
対する取り組みや研究が進められた。2008年には、医
療や介護状況など認知症を取り巻く現状からの今後の
対策を提言した「認知症の医療と生活の質を高める緊
急プロジェクト」報告書が公表され、その後の認知症
対策の基盤となった6）。そして2012年に国として初め
ての「認知症施策推進5か年計画」（オレンジプラン）

を検討することを目的として、韓国で新しい強化対策
に対応した認知症ケアおよび地域への啓発活動を実践
しているソウル特別市N区保健所にある認知症安心セ
ンターを訪問し、担当者へのインタビュー調査を実施
した。

が策定され、2015年にはさらに強化を図るための「認
知症施策推進総合戦略」（新オレンジプラン）が策定
された7）。
　韓国においても認知症に対する社会的認識による家
庭介護問題の増加を背景として、2008年に「認知症と
の戦争」宣言を行い、第1次認知症総合管理対策が開
始された。その対策の内容は、認知症早期発見のため
の検診事業と全国の一部の保健所に認知症相談セン
ターを設置した他、日本の介護保険制度に該当する老
年長期療養保険制度がスタートし、要介護認定による
支援が開始された。さらに2012年には第2次認知症管
理総合計画として、認知症管理法を制定するなど認知
症関連政策がつぎつぎと樹立された8）。さらに2017年
9月には、認知症管理法を改正し、認知症対策を国家
責任として推進する「認知症国家責任制推進計画」が
公表され、認知症対策がさらに強化されることとなっ
た9）。
　このように日本と韓国の認知症に関する状況には類
似点が多く、それぞれの状況に追随した推進および強
化が図られている。
　以上のことから、日本において、今後要介護の主要
因疾患の首位となる可能性の高い認知症に関する地域
包括ケアシステムのあり方を検討するには、韓国の認
知症対策の実際を把握することは有効であると考えら
れた。
　そこで、地域包括ケアシステム構築において重視さ
れる自助と互助の課題を明確化し、今後の認知症ケア

　本稿では、健康政策としての認知症対策に関する資
料および文献と訪問調査で得た活動の実際からの課題
を基に、今後の認知症ケアにおける「自助」と「互助」
の推進のありかたを検討する。
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Ⅱ．研究方法

　１．訪問調査対象
　　 　実際の認知症ケア事業に詳しい認知症安心セン

ター事業担当者とした。
　　 　訪問する保健所の選定にあたっては、韓国の民

間調査研究協力機関に認知症ケアに関する事業が
明確にホームページ等に掲載されている保健所を
抽出してもらい、研究者も確認した上で保健所を
選定し、訪問およびインタビュー応諾が得られる
保健所とした。

　　
　２．調査方法
　　 　認知症安心センターを訪問し、施設内の事業実

施および環境等の見学したほか、認知症ケア事業
担当者にインタビューガイドを用いて半構造化面
接を行った。インタビューガイドは以下である。

　
　１） 認知症安心センター事業実施体制および担当者

の所有資格と役割分担や認知症ケア担当歴（従
事前の職務経験）について。 

　２） 具体的な事業の活動内容について。
　３） 活動の中で対象者の状況や特性に応じて工夫さ

れていること、配慮されていること（対象者と
の関係づくりや連携を含む）について。

　４）その中で難しいと感じていることについて。
　　 　上記については、対象者の要望に応じて日本の

状況の説明を行った。

　３．分析方法
　　 　インタビュー内容は、逐語禄を作成し、文献お

よび資料で得られた関連する制度や資料と照合の
上、「自助」と「互助」の推進に関与する展開の
過程や担当者の状況、成果について日本との共通
点や相違点を比較分析した。

　４．用語の定義
　　 　本稿では、認知症対策における「自助」と「互

助」の推進について、以下のように定義した。
　１）　 「自助」の推進：住民自らの認知症に対する気

づきと早期受診を促す相談支援体制および参
加しやすい認知症（重症化予防含む）予防プ
ログラムの実施

　２）　 「互助」の推進：住民の認知症に対する正しい
理解の促進と認知症者と家族の交流の場づく
りと支援人材の育成　

　５．倫理的配慮
　　 　事前に韓国語が堪能な共著者がe-mailや電話に

て、保健所長宛に研究目的および方法の説明を行
い、認知症ケア事業担当者の紹介を受け訪問許諾
を得た。また訪問当日は、研究目的、方法、調査
協力は自由意志であること、研究協力による調査
後のデータ開示について書かれた協力依頼書を提
示し、同意書への署名による同意を得た。

　　 　また把握した内容については、本論文を韓国語

に翻訳し、記述内容や掲載写真についてインタ
ビューを受けた対象者の確認および承諾を得た。

　　 　本研究は、所属大学の研究倫理委員会の承認を
得て行った（承認番号H29-40）。

　６．調査実施期間
　　 　訪問およびインタビュー調査実施は、訪問機関

の事前了承を得て、保健所選定を依頼した民間調
査協力機関の通訳者同伴で行い、期日は2018年3
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月21日であった。

Ⅲ．結果

　本研究の目的に沿って、分析に必要な日本と韓国の
認知症対策に関連する制度や現状を示す。
　
　１． 認知症国家責任制推進計画における認知症安心

センターの役割
　　 　本研究の基盤となる日本の認知症施策推進総合

計画7）と韓国の認知症国家責任制推進計画の6つ
の柱10）を表3に示した。韓国の認知症国家責任制
推進計画で、認知症安心センターに関わる内容は
以下である。

　１）個別支援管理
　　 　認知症者とその家族のために、個別の相談支援

や早期検診の結果による早期診断のための精密検
査委託医療機関への紹介、結果に基づく支援・治
療および治療後のケアまで個別のケアプランを作
成し、表３の2）に示した昼夜保護施設や療養施設、
および3）に示した短期集中治療等の関連機関と
の連携を図り、個別の事例管理を行うのは、認知
症安心センターの最も重要な機能であり役割と
なっていた。

　４） 医療費・療養費の負担軽減やおむつ用品の補助
　　 　低所得者に適用され、申請機関は認知症安心セ

ンターとなっていた。
　５）認知症の予防と認知症にやさしい環境づくり
　　 　全国352の高齢者福祉館を中心に75歳以上の独

居高齢者、認知機能低下者など全ての住民に音楽
や園芸療法などプログラムを提供するほか、認知
症者にやさしい社会的環境を形成するための認知
症パートナーズの養成や認知症安心まちづくり事
業としての認知症高齢者公共後見制度を実施が挙
げられていた。またIT技術を活用した認知症高
齢者行方不明予防事業の実施が挙げられていた。
これらも認知症安心センターが主な役割を担うこ
ととなっていた。

　２．韓国の老人長期療養保険制度
　　 　日本の介護保険制度に該当するのが老人長期療

養保険であり、認知症者の介護に関連する重要な
ケアシステムであることから、日本と韓国の対比
を表4に示した。

　　 　韓国の給付等級は、1から5等級に分類され、1等
級が日本の要介護5に相当していた。保険料は、20
歳以上の国民健康保険被保険者が収入に応じて 賦
課される保険料に長期療養保険料率（2017年現在

７.68 %）を乗算し負担するシステムであった11）。
　　 　概ね、2014年12月時点で一世帯あたり月額5,869

ウォン（日本円換算約587円）、一人あたり2,638
ウォン（日本円換算約264円）となっていた12）。

　　 　また日本にはない特徴として、家族による家庭
内介護が家族療養費として月額150,000 ウォン

（日本円換算約15,000円）の給付金が支払われる
制度があった。さらに家族が240時間の実技と理
論の講習を受講し、資格試験に合格すると家族療
養保護士として、サービス提供事業所である訪問
療養センターに登録し、家庭内介護を担うことで

「同居家族療養保護費」を受給できる制度もあり、
受給額は家族療養費よりも高く支給されていた。

　　 　「同居家族療養保護費」は、訪問療養センター
による訪問介護サービスを受けると、利用料とし
てサービス提供額の1割を自己負担する必要があ
るが、訪問療養センターを利用する代わりに家族
が介護すれば、その利用分の自己負担が発生する
ことなく、家族介護費が支給される制度で、月20
日で1日90分までという日数と時間の支給限度が
設定されていた。しかし被介護者が認知症で等級
認定されている場合は、毎日の介護が必要という
ことで月30日まで認められ、制限が緩やかになっ
ていた。この制度は、家族介護が一定の評価をさ
れ、訪問介護サービス利用に伴う自己負担額の減
少につながるシステムとなっているが、一方で家
族が認知症者の介護を担う方向に傾きやすい状況
にもなっていた12）。

　　 　韓国の2017年度の老人長期療養保険利用状況に
おける受給該当疾患別では、受給者585,287人中、
認知症が203,610人で34.8%を占め、第2位の脳卒
中は86,331人14.8%で、圧倒的に認知症の占める
割合が高くなっていた11）。

　３． 訪問調査による認知症安心センターの活動の実
際 

　１）ソウル特別市N区と保健所の概要
　　 　N区は、25区を有するソウル特別市の東北端に

位置し、1980年代以降ベッドタウンとして開発さ
れ、マンションが多く人口増加が進む地域であっ
た。人口は61万人で、60歳以上の人口は9万人、
高齢化率は14.8%で若い世代が多い地区であるが、
ベッドタウン化開始頃の転入者が、現在60歳代に
なっており、今後急速に高齢化率が高くなること
が予想されていた。

　　 　韓国の保健所は、日本の保健所と同様の食品衛
生や薬事・医療機関監視に関する管理機能と感染
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症、精神保健対策など衛生行政を行うとともに市
町村保健センター機能に該当する母子・成人・高
齢者など発達段階別の各種健診や健康増進活動な
どの公衆衛生活動を行っていた。日本と異なる点
として、医療法上の医療機関でもあるため、プラ
イマリーケアとしての東洋医学や韓医による一次
医療および歯科診療を提供していた。またN区は、
障害者のための福祉の充実化を図っており、保健
所では障害者に対するリハビリプログラムを事業
として実施していた。保健所はN区役所の隣に設
置されており、一つの保健所支所を持っていた。

　２）認知症安心センターの事業展開体制と事業内容
　　 　インタビューに応じた認知症事業担当者は、認

知症チーム長1名であった。
　　 　N区認知症支援センター開設は2009年で、2008

年の「認知症との戦争」宣言の翌年であり、韓国
内の中でも比較的早期に設置されていた。認知症
支援センターの事業は、連携医療機関である大学
病院に委託されており、2017年9月の認知症管理
法改正により、2018年度から認知症安心センター
に名称変更されていた。センターは保健所内では
なく区役所の5階にあり、早期検診や認知機能向
上プログラムなどその機能に対応した設備にリ

ニューアルされており、プログラムに参加する認
知症者の家族がゆったりすごせるようなカフェ
コーナーやフロア中央に園庭のような造形がある
など環境づくりにも配慮されていた（写真1，）。

　　 　センター長は、事業委託先大学病院の医師であ
り、看護師　社会福祉士　作業療法士　研究員な
ど13名のスタッフが検診チームと支援チームに分
かれ活動していた。韓国は、日本の保健師という
看護資格はないが、大学では公衆衛生看護学を含
んだカリキュラムとなっており、事業担当看護師
は老年看護学の専門教育や認知症ケアを専門的に
学び認知症ケアの経験があるとのことであった。
また他の職種も同様であった。検診の計画や実施、

写真1　認知症プログラム提供会場内
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管理システムへの登録、周辺症状（BPSD）の管
理や家族に対する個別支援は看護師が主に担って
おり、日本の介護保険上の介護支援専門員に似て
いると事業担当者は語っていた。また日本の認知
症ケア施設の視察経験もあり、日本の介護保険制
度および地域包括支援センターや介護支援専門員
などによるケアシステムは理解されていた。

　
　３）認知症安心センターの業務
　（1）認知症早期検診事業
　　 　66歳から対象となる住民健診に含まれる簡易ス

クリーニングでの把握の他に、60歳以上の区内の
全ての住民を対象に認知症早期検診事業として、
Mini-Mental State Examination（MMSE） の 韓
国 版MMSE-DS（Korea version of MMSE for 
Dementia Screening）を用いて、実施されていた。
韓国版MMSE-DSは、韓国で開発された3つの
MMSE韓国版を基に元々の識字能力が低い対象
者でも回答しやすいように開発されたもの13）で、
日本語に翻訳したものを表５に示した。

　　 　早期検診は、センター内で実施するほかに、老
人大学や区内にある260カ所の敬老堂（地域の高
齢者がダンスやマッサージなどの活動プログラム
やおしゃべりに気軽に利用できる集会所）・地域
福祉センターや保健所支所などを会場とした出張
検診が実施されていた。センターに自ら検診を受
診する来所者は、家族が心配して同伴する高齢者
や受診意欲の高い住民に限られており、潜在して
いる独居認知症者は、自ら受診行動を起こす可能
性が低く、識字能力が低いために広報などの検診
案内を理解できないことや、敬老堂や地域福祉セ
ンターなどにも行かないことから、早期検診受診
までのアクセスができず、早期発見が困難なこと
が課題であるとのことだった。そのためにあえて
高齢者がいる場所に出向く出張検診が積極的に行
われていた。

　　 　区内260カ所の敬老堂の内、年間100カ所実施を
目標に出張検診が計画され、受診率向上と同時に
早期検診事業を住民に広める啓発が図られてい
た。必然的に1ケ月のうち10日前後は出張検診を
行う必要があり、センターのスタッフだけではマ
ンパワー不足となることや他の事業の進行が困難
になるなどの課題もあるとのことだった。

　　 　その対策として、地域住民に一定の教育を行い、
検診の補助スタッフとしてマンパワーに加える工
夫がなされていた。また認知症のハイリスクファ
クターを有する独居高齢者や75歳以上の住民を優

先的に実施することで支援が必要な認知症者を早
期に発見するための努力がなされていた。しかし
個人情報保護上、登録されていない対象者を事前
に把握しアクセスすることが困難であると課題と
して述べられ、現実として支援の開始は、家族の
相談からが最も多いとのことであった。

　　 　この早期検診は、看護師の他に社会福祉士も実
施するが、検診結果と家族や生活背景などのアセ
スメントによる一定の基準該当者の診断は看護師
が行い、複数のテストを組み合わせる韓国版アル
ツハイマー病アセスメントパケット（CERAD-K）14）

などによる精密検査を実施し15）、さらに詳しい検
査が必要な場合は、2段階目の精密検査受託機関
である大学病院にてMRI、血液検査、尿検査、そ
の他の必要な検査をしていた。精密検査委託医療
機関がセンター長の所属機関であるため、検査結
果などの情報共有や医師の診断結果による老人長
期療養保険等級の該当状況に基づく支援の方向性
などの決定がスムーズに行われているとのことで
あった。

　（2） 認知症の登録
　　 　家族から相談を受けた場合や早期検診で診断さ

れた住民を登録し、継続的な相談活動や家族に対
しては、看護師が関わり方や介護に関する教育の
実施などの支援活動をするとともに、関連機関と
統合サービス網を形成して、家族や地域社会での
効果的な認知症管理をしていた。

　　 　早期検診結果など該当者の情報は個人情　報保
護法に則り、本人や家族の同意書を取り韓国国内
の「認知症高齢者の登録管理システム」上に登録
されていた。これにより追跡が可能となり、全国
で共通継続管理され、早期検診受診者数や管理登
録者数、事業の効果評価など各種統計に活用され
ていた。

　（3）認知症管理事業
　　 　早期検診結果から、認知症の初期段階（軽度認

知障害と解釈）と正常に分類して、老人長期療養
保険での認知症等級の対象とならない軽度認知症
該当の住民を対象としたリハビリテーションプロ
グラムが実施されていた。そのプログラムは、「認
知症克服学校」と命名され、共に学び共に認知症
を克服していくという意味が込められていた。

　　 　午前と午後10名ずつを1クラスとして、楽器を
用いた音楽療法や言葉遊びなど多様なプログラム
を楽しみながら認知機能を高めるプログラムが、
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月曜から金曜日の週5日毎日提供されていた。プ
ログラム提供期間は一律ではなく、参加者の状況
やニーズにより個別のオーダーメイド式に組まれ
ていた。

　　 　1年に一度プログラムの効果評価を行うため1年
間の継続参加が普通であり、新規のプログラム参
加希望があっても定員に達しているため、待機者
がいるとのことであった。またプログラム提供の
課題として、教室内の性別では女性の該当者が多
いため、必然的に女性の参加者が圧倒的に多くな
り、男性が参加したがらない状況となっており、
男性のみが参加できるプログラムを検討中という
ことであった。このことは、日本での筆者の地域
での介護予防事業実践経験においても同様の状況
であり、自宅に閉じこもりがちになる男性への対
応として共通の課題であることを確認した。

　　 　また家族が生活の維持上、どのように機能して
いるかの状態を把握し、個別の支援計画（ケアプ
ラン）を立案実施していくとのことで、その役割
は看護師が担っており、必要時は家庭訪問などア
ウトリーチを行っていた。事業担当者からは、日
本の介護支援専門員のような役割であると述べら
れた。また現在スタッフ1人当たり約200名の個別
管理を担当しており、他の業務との兼業でもある
ことから、一人ひとりに集中して管理することの
困難さがあることが述べられた。

　（4）認知症の予防と認知症にやさしい環境づくり
　　 　住民の認知症に対する「完治しない病気であり、

介護も難しく、もうなってしまったらどうしよう
もないことだ」という否定的な認識がまだ現状と
してあることを現実の課題として受け止め、でき
るだけ肯定的な認識へと改善していくことが、ス
タッフに任された重要な役割であることが述べら
れた。

　　 　その認識改善のために、高齢者だけを対象とせ
ず、中年層から認知症予防の意識を高めるための
教育を地域で展開し、早期の診断とケアにより重
症化を防止できるという良い認識の拡散をしてい
かなければならないという思いで日々啓発活動を
行っているとのことであった。

　　 　この認識改善は社会福祉士が、連携資源開発と
ともに主な役割としているとのことであったが、
多くはスタッフ全員で取り組んでいるとのことで
あった。

　　 　その取り組みの一つとして、高齢者と認知症の
家族を団員とした人形劇団を結成し、自主的に作

成された認知症に関するシナリオによる人形劇を
幼稚園や保育園、小学校の低学年の子どもたちに
披露し、認知症に対する認識の改善を図っている
ことが語られた。また、認知症の当事者や家族と
地域住民が交流し、理解を深める場としての認知
症カフェの運営も必要であるとのことで、日本の
認知症カフェの実施状況について詳しく知りたい
とのことであった。

　　 　以上のことから、地域包括ケアシステムの観点
から、韓国の認知症安心センターの活動からの認
知症対策の課題についてまとめると以下の3点と
なった。

　ⅰ． 潜在している自ら支援へのアクセスが困難な認
知症ハイリスク住民の把握

　ⅱ． 早期検診による認知症者要支援対象増加に対す
る集中ケア提供の困難さ

　ⅲ． 認知症に対する否定的な認識の改善による認知
症を理解し支援する社会の構築 

Ⅳ．考察

　韓国の認知症対策に関する資料や訪問調査結果から
得た3点の課題を基に、地域包括ケアシステム構築の
観点から、認知症おけるに「自助」の推進と「住民の
認知症に対する互助力の向上」について日本と韓国の
認知症ケアのあり方を考察していく。

　１．認知症における「自助」の推進
　 　世界的に高齢化が進み、認知症者が増加する中で、

住民自らが、自身の認知症状況に気づき、その気づ
きから、悪化防止のプログラム参加や早期受診行動
へとつなぐシステムの確立は、世界共通の課題であ
る。

　 　日本においては、地域包括支援センターが、要介
護予備群である住民を基本チェックリストの認知症
項目該当による軽度認知症者を早期に把握する二次
予防事業対象者把握事業で該当者の気づきを促し、
脳機能活性化および転倒防止運動と閉じこもり防止
を含めた介護予防事業による悪化防止プログラムと
を併せ、全国各地で展開されてきた16）。そして介護
が必要な状況であれば介護認定につなぎ、要支援１
及び要支援2に該当する「介護予防給付」による生
活支援や悪化防止のケアを行ってきた16）。

　 　韓国の認知症安心センターの活動は、それらの活
動を認知症に特化した形態であり、日本の新オレン
ジプランの初期集中支援チームに該当するものと考
えられる。
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　 　日本において、この基本チェックリストは郵送法
または市町村HP上にアクセスして回答する方式が
多く、認知症によって調査内容の理解ができない場
合や、返送がない場合は把握が困難な状況であり、
実施状況調査では、実施市町村29.4％、二次予防事
業参加者は0.4％に留まっていた16）。また、その事
業効果として介護認定率減少というアウトカムが得
られない状況であったことから、介護保険法改正に
より2016年以降二次予防事業は廃止されることと
なった。そして地域での高齢者の集いの場と地域の見
守りの強化を図る介護予防総合事業に転換した17）。

　 　新オレンジプランにおいても、早期対応として、
周囲の気づきから初期集中支援チームやかかりつけ
医によるスクリーニングを通して認知症の診断機関
となる認知症疾患医療センターにつなぐというモデ
ルとしている7）。このことは、認知症の特性から、
住民自らの気づきの困難さが示されており、家族や
周囲の気づきからの相談対応の確実性が重視されて
いると言える。

　 　この相談対応の拠点となる地域包括支援センター
は、管轄地域の全ての高齢者の介護相談等の対応を
役割としているが、市町村を対象とした調査結果で
は、住民からの相談対応や、制度上の支援に結びつ
かない住民への対応への機能の重要性を認識してい
るものの、業務多重や職員不足から実際の対応が困
難であることを示している18）。

　 　この点において、韓国の場合、認知症に特化した
相談窓口の開設による体制整備や早期検診結果によ
る早期対応は、連携医療機関への事業委託への流れ
が確立されており、精密検査結果による早期診断と
適切な医療へのつなぎはスムーズであると考えられ
る。ソウル特別市のHP上では、早期検診受診者数
が186,473人、登録者数が46.48%に達しており15）、今
後のケア提供を踏まえた追跡調査をすることで、真
の評価が可能となると考えられる。

　 　また相談を契機とする家族への教育や生活支援を
含む老人長期療養制度認定の申請や昼夜保護施設、
認知症治療対応医療機関との連携も図られていたこ
とから、日本の「認知症ケアパス」と同様の機能が
果たされていた。

　 　一方で、広く積極的に早期検診を推進することで
軽度認知症者としての支援対象者数が格段と多くな
り、個別支援としてのケアプラン作成や提供機関と
の連携を同時に行うことになり、一人ひとりの対象
者と家族に対するケアとその管理に関するマンパ
ワーの課題が生じていた。

　 　日本の地域包括支援センターは、認知症への早期

対応を目標として、①介護予防ケアマネジメント事
業　②総合相談・支援事業　③権利擁護事業　④包
括的・継続的ケアマネジメント支援事業を展開する
拠点であり、高齢者3000 ～ 6000人に対する人口と距
離的に歩いていける距離という設置目安がある19）。

　 　韓国に特徴的な虚弱あるいは生活基盤の弱い高齢
者への生活支援サービス提供機関として、住民の居
住地近くに設置されている日本の市における町区分
に相当する行政機関である洞センターや、高齢者ト
ルボム総合支援センター、在宅老人福祉センター、
高齢者福祉館など複数の機関があり、情報を共有し
家庭訪問で状況を把握後、生活支援サービスや老人
長期療養保険の申請につなげている20）とのことで
ある。しかし、他者との交流をせず、閉じこもりが
ちな中位所得以上の高齢者は、訪問リスト等に挙が
らず実態が把握できない現状や保健行政と福祉分野
の連携ができない課題がある20）とのことであった。

　 　地域に潜在している認知症者を把握し早期対応を
図るためには、住民の身近な所での高齢者支援機関
と包括的な連携を図ることが今後の急激な高齢化の
準備として必要となる。

　 　日本では、そのような課題への対応策として、市
町村において上記の機関で協議体を構成し、1）地
域で高齢者の見守りや制度上不足するサービスの担
い手の養成などの資源開発、　2）関係機関のネット
ワーク構築などの役割を果たす「生活支援コーディ
ネーター」の配置が、介護保険法の地域生活支援事
業の中で生活支援体制整備事業として組み込まれて
いる21）。しかし、2017年の全国市町村をとした「生
活支援コーディネーター」配置状況調査では、回答
した1170市町村中70.7%がすでに配置しており、地
域での連携体制が進みつつあるが、人口規模では町
村になると65.5%と低くなることから22）、韓国と同
様に人材確保が課題であると考えられる。

　 　また課題のある対象者の把握やケアの提供のプロ
セスでは、日本の場合、地域包括支援センターで「地
域ケア会議」が開催され、高齢者の個別課題の解決
のための支援の方向性を地域住民の見守りをしてい
る人材や保健医療福祉および介護の多職種が協働し
て検討している。それによって個別ケースの課題分
析等を積み重ねることにより、地域に共通した課題
を明確化でき、ケアマネジメントが実践される23）。

　 　認知症者で独居および老々世帯の場合、家族の機
能が充分に機能していないことや、地域から孤立し
ているなど多重課題を有する場合も多いため、韓国
においても各機関が日本のような地域ケア会議に類
似した情報の共有と支援の方向性を検討できる場を
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設定することで、潜在している対象者を把握し有機
的な連携と協働が可能になると考えられる。

　 　その要になる人材として、日本では、認知症医療
や介護の専門的知識及び経験を有する医師、保健師、
看護師、作業療法士、社会福祉士などの専門職種を
連携コーディネーターとして「認知症地域支援推進
員」を市町村、地域包括支援センター、認知症疾患
医療センターに配置することとなっている。しかし、
その配置実績は940市町村で全国市町村の約半数に
留まり、人口規模が小さいほど未配置であり、活動
計画や評価がきちんとなされていない状況で十分に
機能しているかはまだ不透明24）である。

　 　以上のことから、日本の「自助」の推進において
は、ケアシステムの形とその要となる人材の機能と
役割は示されているものの、実施主体となる市町村
の規模などの状況によっては、人材確保や医療機関
等との支援体制の整備が困難であり、実働状況が
伴っていないことが考えられた。

　 　自助を推進するケアシステムのありかたとして
は、韓国のような認知症に特化した専門相談支援体
制と長期の認知症プログラム提供による悪化防止、
医療機関との一体化した早期診断体制による介護と
生活支援サービスが、日本の保健医療福祉の連携体
制のように統合された形で提供されることであると
考える。しかし、日本では、町村など人口規模が小
さな地域では、支援体制としての人材育成とその確
保が必要な状況であり、、国や都道県で一定の研修
を修了した人材育成を行い、人材確保が困難な市町
村に派遣するなどの供給体制と管轄地域の地域包括
ケアシステム構築を推進する機能と役割を持つ保健
所の機能強化による市町村の支援が必要だと考え
る。

　 　韓国の認知症安心センターの「自助」に関する活
動は、まだ開始されたばかりでその成果が見えない
状況であり、実績蓄積による評価を期待したい。そ
の点では、日本と韓国ともに相談支援体制や早期対
応に関するケアの評価方法の検討が今後必要になる
と考えられる。

　２．住民の認知症に対する互助力の向上
　　 　韓国では、住民に対する啓蒙教育の実施や「認

知症パートナー」の養成など、認知症に対する理
解を深め、支援者となる日本と同様の「互助」を
高める対策が取られていた。また幼児期から、認
知症者の家族を中心に理解を深める啓蒙教育が実
践されており、家族との異世代間交流を含め、先
進的な取り組みであると思われる。

　　 　そういった互助の担い手としての「認知症パー
トナー」は、学生や社会人が一定の教育（韓国で
はオンライン教育とオフライン教育双方）を受講
し、日常で認知症者に配慮する、認知症の情報を
周りに知らせるという活動を行うという点で、日
本での認知症サポーターと同様の役割や支援を行
う人材と思われる。日本と異なるのは、登録制で
あることと活動に応じて一定の特典が提供され、
表彰制度もあり、韓国では現在73万人が登録され
ている25）。

　　 　日本での認知症サポーター養成数は、2018年時
点の実績で1,015万人26）とされており、管轄の厚
生労働省だけでなく、文部科学省においても小中
学校をはじめ、高校や大学での認知症サポーター
養成の推進を図っている。その養成教育内容は、
教材やDVDを用いたものが多いとされており、
都道府県や市町村を対象とした調査結果では、認
知症者や家族の手助けをする人材養成には、講習
だけでなく実際に当事者の話を聞く機会や関わる
機会を設ける必要性が挙げられている27）。また認
知症サポーター養成を担う認知症サポーターキャ
ラバンメイトは登録制であるが、認知症サポー
ターは受講証とサポーターであることを示すオレ
ンジリングが授与されるが登録制度は自治体に任
せられており、登録を行っている自治体は27.9%
で、登録者数は40万人となっており、講習を受け
た認知症サポーターの3.9%に過ぎない28）。また認
知症サポーターの活動実態を把握している自治体
は4割と少なく、認知症サポーターとなってもそ
の活動の場が積極的に設けられているとは言えな
い状況である28）。今後、地域での認知症者を理解
し支える互助力向上を担う人材としての活動の実
践を推進するには、キャラバンメイトと同様に登
録制とし、活動の場の提供と活動実績や継続研修
受講などの学習歴が示され、人材確保が困難な市
町村において支援ネットワークへの参画を委託で
きる人材育成制度としていくことも必要であると
考える。

　　 　次に認知症者とその家族が安心して通える居場
所や地域住民との交流の場としての「認知症カ
フェ」について考えたい。

　　 　わが国における「認知症カフェ」は、1997 年
に始まったオランダのアルツハイマーカフェなど
ヨーロッパで先駆的であったものを取り入れ、
2012 年に初めて開始された29）。認知症カフェは、
新オレンジプランでは、「認知症の人やその家族
が、地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お
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互いを理解し合う場」として、認知症地域支援推
進員の役割として明記されている。2020年度まで
に全市町村1,741（2018年時点）普及を目指して
おり、2018年時点の設置実績は、1,029市町村で
設置され、全国では4,267と近年急増している26）。
しかしその一方で、開催者は、介護サービス施設・
事業所、地域包括支援センター、NPO法人等と多様
で、開催内容や開催日時の設定も様 で々ある26）29）。

　　 　新オレンジプランにおける認知症対策の「認知
症カフェ」設置の目的では、運営には認知症地域
支援推進員が主体となり、協力者には、上記の認
知症サポーターや、生活支援コーディネーター等
が加わることが望ましいと考えられるが、運営に
関する国の規定やマニュアルは存在しないため29）、
各自治体が手探りで運営マニュアルを作成してお
り、それらの中には、上記の人材も含まれている
ものもあるが30）、含まれないものもある31）。「認
知症カフェ」開催状況に関する調査結果では、開
催頻度は月1回が76.8%で、毎日開催は0.7%と少な
く、プログラムの内容もカフェタイムのほか、ア
ククティビティは様々で、介護相談が含まれてい
るものもあり、開催者が考える目的に沿ったものや
提供可能なプログラムとなっている26）29）。

　　 　韓国の認知症安心センターでの認知症カフェで
はその運用方法が明確に示されており、目的とし
て、認知症者とその家族同士の交流の場所とし、
認知症関連情報提供を通して認知症に対する地域
住民の認識改善および正しい知識を養うことが挙
げられている。また会場は、認知症安心センター
で平日月曜から金曜までの毎日の開催となってい
る32）。

　　 　以上のことから、韓国では、これから認知症カ
フェを展開するにあたり、本来の認知症者とその
家族が安らげるピアサポートが提供される居場
所、また支援情報を得ることができる場所として
の位置づけを明確にしていることで多様化や途中
消滅を防ぎ、毎日行きたいときに気軽に行ける居
場所と交流の場、そしてニーズに基づく情報が提
供される場という「自助」と「互助」双方の推進
が果たされる場となると考えられ、認知症カフェ
のあり方としては理想的であると考えられる。

　　 　ただし、韓国の公共サービス提供は、毎日提供
が基本となっているため、運営上の人材や財源確
保の課題も今後生じる可能性もあり、連携者であ
る認知症パートナーや地域住民の協力など人材育
成なども重要な要素となってくると考えられる。

Ⅴ．結語

　韓国における保健所での認知症安心センターの活動
と日本の現状からの今後の認知症ケアのあり方とし
て、「自助」の推進では、韓国の認知症安心センター
の相談・早期検診・早期対応の体制構築と日本で構築
されつつある保健福祉機関の連携ネットワークが統合
されること、「互助」の推進では、韓国での幼少期か
らの啓発教育と日韓で共通する認知症者を支援する地
域住民の支援者の養成と認知症者と家族の交流の場づ
くりという目的に沿った形で展開されることが要素と
なることを示した。
　今後の韓国の全国一律の共通した推進方法や登録制
度など日本と異なる対策の成果が注目される。また高
齢者を取り巻く状況や対策が類似している隣国とし
て、今後も認知症対策の良い試みの交流を行うことで
両国の認知症対策のさらなる推進が期待される。
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